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Ⅰ 策定趣旨  

平成１６年１０月１２日の合併後、本市では、職員数の適正管理については、「薩摩川内

市定員適正化方針（第１次～第３次）」に基づき取り組んできました。職員数を年次的に削

減してきた結果、第３次定員適正化方針に掲げている令和２年度までに１，０００人以内

とする目標値を概ね達成※１することができました。 

 

このような状況にあって、令和３年６月に地方公務員法の一部を改正する法律が成立し、

令和５年度から定年年齢が段階的に６５歳に引き上げられることになりました。また、令

和２年国勢調査の結果※２が発表され、少子高齢化に伴う人口減少社会の進行や社会情勢の

変化に伴う市民ニーズの多様化、厳しさを増す財政状況、地方創生などへの対応など、行

政を取り巻く環境はこれまで以上に早いスピードで変化を続けています。 

 

今後は、中長期的な観点で定員管理を行い、業務量に応じた適正な配置を求めるなど、

効率的でかつ質の高い行政サービスを提供できるよう、行財政運営を進めていくことが求

められています。更には、新たな行政課題への対応、育児休業が取得しやすい職場環境づ

くりなど、限られた行政資源の中にあって、これらの変化に対応していくことが重要とな

ります。 

 

これまでは、定員適正化を主要課題として、職員数を削減することを主に行政改革を推

進してきましたが、削減ありきではなく、必要に応じた職員数を確保したうえで、持続可

能な行政サービスを提供すること、行政課題に的確に対応できること、地域の実情を踏ま

えた多様な人材を活用すること等を踏まえ、職員だけでなく、再任用職員及び月額会計年

度任用職員も含め新たな定員管理のための計画を策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１ 令和２年４月１日現在の職員数：１，００３人  [参考]令和４年４月１日現在の職員数：９８７人 
※２ 令和２年国勢調査の確定値：９２，４０３人 
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■職員数の推移

実績 定年
早期・
普通・
その他

新規
中途・

その他

合併時 1,366 1,366 1,181 147 38

H17.4 .1 1,347 1,347 1,159 152 36 29 18 11 5 5 ▲ 19 ▲ 19

H18.4 .1 1,317 1,313 1,122 152 39 40 13 27 6 ▲ 34 ▲ 53

H19.4 .1 1,287 1,284 1,094 151 39 47 15 32 11 7 ▲ 29 ▲ 82

H20.4 .1 1,237 1,249 1,064 148 37 45 27 18 10 ▲ 35 ▲ 117

H21.4 .1 1,187 1,210 1,028 147 35 49 35 14 10 ▲ 39 ▲ 156

H22.4 .1 1,157 1,176 994 148 34 44 24 20 10 ▲ 34 ▲ 190

H23.4 .1 1,161 1,149 966 149 34 44 31 13 15 2 ▲ 27 ▲ 217

H24.4 .1 1,151 1,132 946 148 38 36 24 12 16 3 ▲ 17 ▲ 234

H25.4 .1 1,141 1,108 921 148 39 37 24 13 13 ▲ 24 ▲ 258

H26.4 .1 1,098 1,076 891 148 37 45 32 13 13 ▲ 32 ▲ 290

H27.4 .1 1,085 1,055 874 148 33 49 32 17 28 ▲ 21 ▲ 311

H28.4 .1 1,059 1,029 845 150 34 49 42 7 20 3 ▲ 26 ▲ 337

H29.4 .1 1,045 1,031 839 154 38 36 28 8 25 13 2 ▲ 335

H30.4 .1 1,037 1,026 833 157 36 37 28 9 27 5 ▲ 5 ▲ 340

H31.4 .1 1,011 1,009 818 155 36 53 42 11 28 8 ▲ 17 ▲ 357

R2.4 .1 1,000 1,003 814 156 33 42 29 13 34 2 ▲ 6 ▲ 363

R3.4 .1 - 988 803 156 29 50 35 15 34 1 ▲ 15 ▲ 378

R4.4 .1 - 987 800 154 33 54 39 15 47 6 ▲ 1 ▲ 379

対前年度
増減数

削減
累計

基準日 方針値

職員数

一般 消防

前年度退職者数 採用者数

診療所

Ⅱ 定員適正化方針の成果 

１ 職員数の推移 

 

（１）職員数の状況 

 

   薩摩川内市の職員数は、平成１６年度時点において１，３６６人（合併前の１市４

町４村）であったものを、薩摩川内市定員適正化方針（以下、「方針」という。）に基

づき取り組んできた結果、令和４年４月１日時点において９８７人に縮減しました。

合併時からの削減累計は３７９人の減となっています。 

 

   内訳としては、一般職員数の目標値８１３人以内に対して、令和４年４月１日時点

で８００人に縮減（１３人減）し、削減の対象からは除外していた消防局と診療所の

職員についても、必要な職員数を確保することができました。 
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（２）年齢・性別構成 

 

 ア 年齢別構成 

 

  合併以降、新規採用職員数を抑制したために生じていた職員年齢構成の不均衡化に

ついては、徐々に改善されています。第３次定員適正化方針の策定時点と比較すると、

４０歳代と５０歳代の世代が６５．８％（第３次方針時点：７３．０％）、２０歳代以

下の世代が１９．６％（第３次方針時：３．８％）になっており、改善傾向がみられ

ます。引き続き、職員年齢構成バランスを考慮した採用を行っていきます。 

 

  ■年齢別構成（平成 25年 4月 1日）         ■年齢別構成（令和 4年 4月 1日） 

     （合計）１，１０８人               （合計）９８７人 
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 イ 男女別構成 

 

   また、「薩摩川内市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」に

基づき、女性職員のキャリア育成や子育てしやすい環境づくりに取り組んできた結果、

各年度において新規採用者における女性割合は増加傾向にありますが、男性と比較し

て女性が少ない状況は、依然変わっていません。 

 

   ■性別構成（平成 25年 4月 1日）         ■性別構成（令和 4年 4月 1日） 

   （男性）８４４人 （女性）２６４人        （男性）７３４人 （女性）２５３人 
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■再任用職員数の推移

H26.4 .1 13 10 1 2

H27.4 .1 17 14 2 1 4 4
H28.4 .1 25 20 1 4 8 12
H29.4 .1 40 36 4 15 27
H30.4 .1 37 35 2 ▲ 3 24
H31.4 .1 43 40 3 6 30

R2.4 .1 59 51 3 5 16 46
R3.4 .1 55 44 5 6 ▲ 4 42
R4.4 .1 69 57 7 5 14 56

削減

累計

基準日
再任用職員数

一般 消防 診療所
対前年度

増減数
実績

■月額会計年度任用職員数の推移

H17.4 .1 437 437

H18.4 .1 435 435 ▲ 2 ▲ 2
H19.4 .1 390 390 ▲ 45 ▲ 47
H20.4 .1 414 414 24 ▲ 23
H21.4 .1 409 409 ▲ 5 ▲ 28
H22.4 .1 421 421 12 ▲ 16
H23.4 .1 419 390 29 ▲ 2 ▲ 18
H24.4 .1 415 385 30 ▲ 4 ▲ 22
H25.4 .1 431 378 53 16 ▲ 6
H26.4 .1 413 370 43 ▲ 18 ▲ 24
H27.4 .1 408 358 50 ▲ 5 ▲ 29
H28.4 .1 428 356 72 20 ▲ 9
H29.4 .1 403 335 68 ▲ 25 ▲ 34
H30.4 .1 410 335 75 7 ▲ 27
H31.4 .1 411 336 75 1 ▲ 26

R2.4 .1 399 327 72 ▲ 12 ▲ 38
R3.4 .1 423 326 69 28 24 ▲ 14
R4.4 .1 424 328 73 23 1 ▲ 13

基準日
月額会計年度任用職員

補助事業無 補助事業等 緊急雇用分
対前年度

増減数

削減

累計

全体
（計画）

２ 再任用職員数・会計年度任用職員数の推移 

 

方針に基づき、職員数を削減してきた結果、持続的に行政サービスを提供するために

は、職員だけでなく、再任用職員及び月額会計年度任用職員も必要不可欠な状況になっ

ています。 

 

少子化の進展により新規採用職員の確保が困難な中にあって、職員の定員が不足して

いる分を豊富な知識・経験がある再任用職員や専門的な知識を有する月額会計年度任用

職員で補っている状況となっています。 

 

（１）再任用職員数の状況 

   

   本市の再任用職員については、

本市の再任用の考え方が、原則と

して短時間勤務を基本としている

ことから、定数管理の対象にはな

っておらず、関係課のヒアリング

等を実施し適正な配置に努めてい

るところです。 

昨今、年々希望者が増えてきて

いる状況です。 

 

 

（２）月額会計年度任用職員の状況 

   

   本市の月額会計年度任用職員

については、人件費が市の負担と

ならない国県補助対象事業の補

助事業等の会計年度任用職員は

別枠で管理することとし、資格等

を要する専門的な業務に従事す

る場合にのみ配置することを基

本的な考え方としました。 

重点的に取り組む政策推進事

業への増員などにより、総数とし

ては平成１７年度時点と比較し

て、１３人の減に留まっています。 
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 小計 10 11 小計

議会
総務
企画

税務 民生 衛生 労働
農林
水産

商工 土木 （1～9） 教育 消防 (10～11)

薩摩川内市
の職員数(人)

8 224 61 60 51 1 62 48 98 613 116 156 272 885

平均値
(修正値）(人)

8 156 40 54 63 2 36 20 65 444 110 125 235 679

超過数(人) 0 68 21 6 ▲ 12 ▲ 1 26 28 33 169 6 31 37 206

超過率(％) 0.0 30.4 34.4 10.0 ▲ 23.5 ▲ 100.0 41.9 58.3 33.7 27.6 5.2 19.9 13.6 23.3

（留意事項）

　・　類似団体別職員数は、指数により算出するため、各部門の人数と計は一致しません。

　・　地方公共団体定員管理調査から約１年後に総務省から示されるため、令和３年４月１日現在のものが最新の情報。

■類似団体別職員数との部門別比較

部門

普通会計部門
一般行政部門 特別行政部門

合計

Ⅲ 職員数の現状と財政状況 

１ 職員数の現状 

 

（１）職員数（一般行政部門・普通会計部門）の現状分析 

   

総務省が設置している「地方公共団体の定員管理のあり方に関する研究会」が情報提

供している３つの指標を用いて、一般行政部門※３及び普通会計部門※４の職員数を現状分

析します。 

 

【３つの参考指標】 

○類似団体別職員数の状況 ○定員回帰指標 ○定員モデル 

 

 ア 類似団体別職員数の状況（普通会計部門） 

 

人口と産業構造が薩摩川内市と類似する団体「類似団体※５」により比較します。

薩摩川内市は、Ⅱ－２（人口５万以上 10 万未満、産業構造Ⅱ次･Ⅲ次 90％以上かつ

Ⅲ次 65％未満の団体）に分類されており、全国８３団体が比較対象となっています。 

この指標によると、職員数は６７９人と試算され、人口が同規模の団体との比較す

るための手段としては分かりやすい指標となっていますが、行政区域の面積が広く、

島嶼部を有するなどの地域特性が反映されていないため、単純に比較ができません。 

Ⅱ－２のうちで、人口と面積が類似し、大規模合併を行った市と比較すると、本市

の人口１万人当たり職員数は 94.57人となっており、適正定員に向けた取り組みが着

実に進んでいることが分かります。 

[参考] 岐阜県中津川市（97.90 人）、三重県伊賀市（101.94 人）、広島県三原市（92.38人） 
（一部事務組合で消防業務を実施している市：岐阜県関市（72.33 人）、滋賀県甲賀市（72.51 人）） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※３ 議会、総務・企画、税務、労働、農林水産、商工、土木の７部門に民生、衛生の福祉関係２部門を加えたもの。 
※４ 一般会計部門に、特別行政部門に区分される教育・消防部門を加えたもの。 
※５ 市町村の態様を決定する要素のうちで最もその度合いが強く、しかも容易、かつ客観的に把握できる「人口」と「産 

業構造」により設定された累計により、大都市、特別区、中核市、特例市、都市、町村ごとに団体を分別したもの。 
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＜類似団体平均との比較＞ 

 

 総務・企画部門  

    

行政区域が広く、合併前の旧４町４村地域にそれぞれ総合的な窓口として、東

部区域には４支所を、甑島には１振興局と１支所を設置しており、総務一般部門

や住民関連部門に多くの職員を配置しているため、類似団体と比較して、６８人

（３０．４％）超過しています。 

また、第７５回国民体育大会に対応している職員も総務部門に分類されます。 

 

 税務部門  

    

総務部門と同様、合併前の旧４町４村地域にそれぞれ振興局及び支所を設置し

ているため、類似団体と比較して、２１人（３４．４％）超過しています。 

 

 衛生部門  

 

民間委託により川内クリーンセンター管理業務等を運営するなど、類似団体

と比較して、１２人（２３．５％）不足しています。 

 

 農林水産部門  

 

営農・畜産分野など、本市の基幹産業である農業部門に職員を重点配置した

結果、類似団体と比較して、２６人（４１．９％）超過しています。 

 

 商工部門  

    

先進的に産業創出や企業誘致に注力しており、類似団体と比較して、２８人

（５８．３％）超過しています。 

また、本市では、文化・スポーツ施設等の管理を市長部局で実施しており、

対応している職員も商工部門に分類されます。 

 

 土木部門  

    

南九州西回り自動車道整備のための付帯事業や一級河川である川内川河川

敷引堤工事に付随する関連事業、更には、広い行政区域内の道路維持補修事業、

土地区画整理事業等を実施しており、類似団体と比較して、３３人（３３．７％）

超過しています。 

 

 消防部門  

    

甑島を含んだ広い行政区域にあって、市民の安全・安心のために本土地域に

中央消防署、東部消防署、西部消防署、南部分署、祁答院分署、甑島地域に上

甑分駐所、下甑分駐所を設置しており、類似団体と比較して、３１人（１９．

９％）超過しています。  
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イ 定員回帰指標（一般行政部門・普通会計部門） 

 

人口と面積の２つの要素だけを用いて、試算職員数を算出する「定員回帰指標※６」

により比較します。 

この指標によると、職員数は一般行政部門で５８３人、普通会計部門で８１６人

と試算され、人口・面積以外の特殊事情は考慮されないことから、行政需要の変化

や地域事情を反映していません。 

 

部門 実職員数① 試算職員数② 超過数(①－②) 

一般行政部門 ６１８人 ５８３人 ＋ ３５人 

普通会計部門 ８７９人 ８１６人 ＋ ６３人 

 

【定員回帰指標の計算式】 

     

    一般行政   4.0  ×  人口  ＋  0.22  ×  面積  ＋ 60 

 

普通会計   5.7  ×  人口  ＋  0.33  ×  面積  ＋ 80 

 

                 ※人口：９３，１７６人（住民基本台帳 令和４年１月１日現在） 

                 ※面積：６８２．９２㎢ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※６ 政府の地方分権改革推進委員会において、平成 19 年の研究会で検討し、平成 20 年から情報提供を開始された人口 

と面積の２つの説明変数のみで職員数を試算する簡素で分かりやすい指標のこと。 
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ウ 定員モデル（一般行政部門） 

 

総務省に設置されている地方公共団体の定員管理のあり方に関する研究会から参

考指標として示されている「第 10 次定員モデル（平成 28～30 年度改定）」により比

較します。 

この指標は、一般行政部門を対象に、地方公共団体の部門ごとの職員数と、その職

員数と相関関係が強い説明変数（各種統計データ）を用いて、多重回帰分析の手法に

よって、それぞれの団体における平均的な試算職員数を部門別に算出するものです。

この指標によると、定員モデル試算値５４２人と職員数が試算され、一般行政部門の

みの比較であることから、全体の職員数の評価はできません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：人） （参考）

部門
H30.4.1

実職員数（人）①
定員モデル

試算値(人)②
超過数(人)

(①-②)

定員モデル試算値
を100とした場合の
実職員数の割合

(％)
(①／②×100)

R3.4.1
実職員数

（人）

議会・総務 229 178 51 128.7 232

税務 65 51 14 127.5 61

民生 66 105 △ 39 62.9 60

衛生 47 56 △ 9 83.9 51

経済 124 71 53 174.6 111

土木 101 81 20 124.7 98

一般行政部門
合計

632 542 90 116.6 613

100

一般行政部門における定員モデル試算値との比較

0.0
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50.0

75.0

100.0
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H30.4.1

実職員数

定員モデル

試算値

部門別比較レーダーチャート 一般行政部門比較
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（２）市全体での職員数の現状分析 

   

市全体での職員数に普通会計部門の職員数に公営企業等会計部門（病院、水道、下水

道、その他）を加える必要があります。公営企業等会計部門に従事している職員数は約

１１０人おり、島嶼部を含んでいること、面積が広大であることなどの地理的要因を加

味すると９５０人程度が基礎数値と分析することができます。 

 

しかしながら、現状の行政サービスを維持していくためには、現状と同程度の職員数

は必要です。現在の職員体制で、新型コロナウイルスへの対応や第７５回国民体育大会

「燃ゆる感動かごしま国体」等の対応を行っていますが、結果として長期病気休暇者も

増大し、職員の業務負担が増加しました。新たな行政課題への対応、育児休業が取得し

やすい職場環境などを考慮し、今後は、適切な職員数は確保していく必要があります。 

 

ア 職員数（公営企業等会計部門を含む。） 

 

職員については、定年延長の制度化に伴い、６０歳から６５歳までの高年齢層の職

員が増加することが想定されます。 

これまでは、職員数の適正管理のため職員数を削減すること定員適正化に取り組ん

できましたが、削減ありきではなく、必要に応じた職員数を確保したうえで、持続可

能な行政サービスを提供していく必要があります。 

 

イ 再任用職員数 

 

   再任用職員については、今後も増加傾向が続くことが想定されます。 

これまでは、看護師や幼稚園教諭を除き、原則として短時間勤務を基本としていた

ため、その豊富な知識、経験が有効活用しているとは言い難い状況にありました。 

しかしながら、少子化の進展により、新規採用職員の確保が困難な中、再任用職員

の更なる活躍が求められています。定年延長の制度化に伴い、フルタイム勤務と短時

間勤務を選択できるようになるため、これまで以上に適材適所に配置する必要があり

ます。 

 

ウ 月額会計年度任用職員数 

 

   月額会計年度任用職員については、総数を管理し、職員数と同様削減に努めてきま

した。専門・労務的な業務や市の負担とならない国県補助対象事業に従事している月

額会計年度任用職員は、引き続き現状維持で管理し、一般事務に従事している月額会

計年度任用職員は、適宜見直しを行っていきます。 

また、補助的業務を担っている日額会計年度任用職員（旧臨時職員）については、

様々な働き方改革の選択肢として、月額会計年度任用職員（１／２勤務）の職も創設

しました。 
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２ 財政状況 

 

本市では、財政運営において、平成１６年１１月に「財政健全化計画・中長期財政

運営指針」、平成２４年１１月には「財政運営プログラム」を策定し、持続可能で健

全な財政運営に取り組んできました。 

 

しかしながら、少子高齢化・人口減少社会により、市を取り巻く社会情勢は大きな

転換期を迎えています。特に、新型コロナウイルス感染症の影響は大きく、今後も状

況を注視しながら、感染症対策・地域経済支援など対応していく必要があります。加

えて、不安定な国際情勢を背景とする物価高騰、社会構造の変化に伴い、年々増加す

る物件費や扶助費、施設等の老朽化に伴う維持改修経費等により、これまで以上に厳

しい財政運営となることが予想されています。 

 

そのため、令和４年２月に「中期財政運営指針」を策定し、中期的な視点に立った

数値目標を設定するとともに、引き続き健全で持続可能な行財政運営に取り組んでい

るところです。 

 

今後、人件費については、職員年齢構成が高齢層主体から若年層に移行していくこ

とと、職員のうち７割支給の６０歳以上の職員数が増加することから、長期的に見る

と減少していく見込みですが、職員数の適切な管理を引き続き実施するなど、長期的

視野に立脚しながら計画的に取り組む必要があります。 
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Ⅳ 定員管理計画の目標と方策 

１ 目標値の設定 

 

（１）基本的な考え方 

    

中長期的な観点で定員管理を行い、業務量に応じた適正な配置を求めるなど、効率

的でかつ質の高い行政サービスを提供してくことを基本とし、職員数の客観的な分析

のほか、本市の財政状況を踏まえた上で、次の３つの観点から取り組んでいきます。 

 

ア 総人件費の抑制を基調とした定員管理 

 

今後も厳しい財政状況が続くことが見込まれることから、定員の現状分析を踏まえ

ながら、職員、再任用職員、月額会計年度任用職員を含めた総人件費の抑制を基調と

した定員管理に努めます。 

 

 イ 年齢構成の平準化 

 

国家公務員の取り扱いに準じ、段階的に職員の定年延長が導入されます。定年延長

が完了するまでの間、定年退職者がない年度についても計画的に新規採用を行ってい

くなど、将来にわたり安定的に行政組織を運営していくために、職員年齢構成を考慮

し、計画的な職員採用により年齢構成の平準化を図っていきます。 

 

ウ 持続可能な行政サービスの提供 

 

複雑かつ多様化する市民ニーズへの対応や高度な専門知識を確保するため、業務量

に応じて必要な職員数を確保したうえで、行政課題に的確に対応できるよう多様な人

材を活用していきます。 

 

 

（２）計画の期間 

 

定年が６５歳となる令和１５年３月３１日を目途とし、計画期間は、令和５年度か

ら令和１４年度までの１０年間とします。 

   ただし、期間の途中において、計画の目標値に大きく影響を与える事業等が発生し

た場合、必要に応じて随時、計画の見直しを行うものとします。 
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（人）

実績 目標
2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033
R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

987 1,000 1,002 990 999 995 994 990 992 981 980 961

一般職員 800 803 805 793 802 798 797 793 795 784 783 764

消防局 154 156 156 156 156 156 156 156 156 156 156 156

診療所 33 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41

新規採用者数（予定） 47 32 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20

4 33 37 50 56 57 55 48 43 47 48 46

991 1,033 1,039 1,040 1,055 1,052 1,049 1,038 1,035 1,028 1,028 1,007

65 55 52 59 64 54 52 46 41 44 44 42

424 454 428 428 428 428 428 428 428 428 428 428

489 509 480 487 492 482 480 474 469 472 472 470

1,480 1,542 1,519 1,527 1,547 1,534 1,529 1,512 1,504 1,500 1,500 1,477

（億円）

84.3 82.6 82.3 81.9 82.9 82.6 82.4 81.8 81.8 81.1 81.0 83.4

▲ 4.0 ▲ 4.0 ▲ 4.0 ▲ 4.0 ▲ 4.0 ▲ 4.0 ▲ 4.0 ▲ 4.0 ▲ 4.0 ▲ 4.0

■今後の見込み（職員、再任用職員、月額会計年度任用職員の総数と人件費）

５年見込み（Ｒ５～９） 10年見込み（Ｒ10～14）

（うち退職手当負担金の減）

人件費

区分

再任用（短時間）＋月額

職員

再任用職員（フルタイム勤務）

職員＋再任用（フル）

月額会計年度任用職員

再任用職員（短時間勤務）

合　　計

（３）目標値 

 

目標値の設定に当たり、定年延長の制度化が完成する令和１５年４月１日時点で職

員、再任用職員、月額会計年度任用職員の合計を１，５００人以内とします。 

 

職員数については、国が示す指標を用いて標準的な職員数を算出し、本市が島嶼部

を含んでいること、面積が広大であることなどの地理的要因が要因を加味した９５０

人程度を基礎数値とします。ただし、状況に応じて任期付き職員を採用するなど、業

務量に応じた一定の職員数は確保します。 

定年延長の制度化、新たな行政課題への対応、育児休業が取得しやすい職場環境等

を踏まえ、計画期間中は公務能率を低下させないため、１００人程度を上乗せするこ

ととし、職員及び再任用職員の合計を１，０５０人以内とします。 

月額会計年度任用職員数については、大幅な増減はしないこととし、令和４年４月

１日時点から緊急雇用分を除き、日額会計年度任用職員（旧臨時職員）から月額会計

年度任用職員へ移行する５０人程度を加えた４５０人以内とします。 

 

上記を踏まえ、職員、再任用職員、月額会計年度任用職員を含めた総人件費の抑制

を基調とした定員管理を行っていき、人件費総額を８５億円以内とします。（令和３年

度決算の人件費：８４．４億円、事業費支弁人件費：５．１億円） 

令和１５年以降は、財政推計に合わせた定員管理計画を策定する予定です。 
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２ 目標達成のための方策 

 

（１）多様な任用・勤務形態の活用 

 

    効率的でかつ質の高い行政サービスを提供していくために、業務量に応じた適正

な人員配置を行います。高度化する行政需要に対応するため、任期の定めのない常

勤職員のほか、事務の種類や性質に応じ，各種の任期付職員、再任用職員、月額会

計年度任用職員といった多様な任用・勤務形態の活用を検討します。 

 

（２）専門的な知識を有する職員の確保 

 

    施設の老朽化に伴う点検や修繕が増加傾向にあり、専門的な知識を有する職員の

確保が喫緊の課題となっています。建築技師、土木技師、看護師など、通常採用試

験では採用者が確保できなかった技術職員においては、「随時採用」を継続実施する

など、技術職員を優先的に確保していきます。 

 

（３）民間委託等の推進 

 

    業務全般にわたり民間委託等の可能性を再度検証し、指定管理者制度など最適な

手法での民間活力の導入を推進し、効果的・効率的な行政サービスを提供します。 

 

（４）行政ＤＸ※７の推進 

 

    行政サービスについて、ＡＩ、ＲＰＡなどデジタル技術やデータを活用して、住

民の利便性を向上させるとともに、デジタル技術やＡＩ（人工知能）等の活用によ

り、業務効率化を図り、行政サービスの更なる向上に繋げていきます。 

 

（５）組織機構の見直し 

 

    簡素で効率的な組織・体制を基本としつつ、様々な変化や新しい課題に迅速かつ

的確に対応するために、適宜、組織・体制の見直しを行っていきます。 

 

（６）技術労務職員の退職不補充 

 

    技術労務職員については、退職不補充を継続します。 

 

 

 

 
※７ ＤＸとは「デジタル・トランスフォーメーション」の略で、デジタル技術を用いた変革により、ビジネスや人々の

生活を発展させることを指し、行政機関・自治体もＤＸ化への対応が求められている。 
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３ 定員管理計画の進行管理 

 

本計画における職員数は、現時点で想定できる状況を踏まえて策定したものであり、

組織機構見直しの状況や新たな行政需要の動向、社会情勢の変化に応じて、随時必要な

見直しを行っていく必要があります。 

 

したがって、定員管理調査などの資料をもとに、普通会計部門の職員数のみならず、

職員、再任用職員、月額会計年度任用職員を含めた市全体での職員数における定員管理

という視点も含め、適宜、見直しを図りながら、定員管理を行っていきます。 

 

 


